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第1章 ２２年３月期の実績
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貸出金：期末残高 ２兆７，２３３億円

年伸率：△０．１％ 減少額：△２８億円

コア業務純益：２１１億円 (前年比 △７億円)

不良債権比率

２．５３％ (前年比:△０．２０％）

成
長
性

成
長
性

収

益

性

収

益

性

健
全
性

健
全
性

預金：期末残高 ３兆３，１６６億円

年伸率：＋３．６％ 増加額：＋１，１６２億円

預金・預り資産合計年伸率：＋４．４％

経 常 利 益：６６億円 (前年比 ＋１４７億円)

当期純利益：４１億円 （前年比 ＋８２億円)  

※与 信 関 係 費 用 ：１１１億円（前年比 △６９億円）

※有価証券関係損益：△１１億円（前年比 ＋８４億円）

不良債権残高

６９６億円(前年比:△５５億円)

分配可能額

４９１億円

(前年比：＋６０億円)

自己資本比率（単体）

１０．５０％
(前年比：＋０．４０％）

２２年３月期決算の概要２２年３月期決算の概要

収 益 の 推 移

•貸出金残高は、前年比△２８億円（△０．１％）の２兆７，２３３億円
•預金等残高は、前年比＋１，１６２億円（＋３．６％）の３兆３,１６６億円
•コア業務純益は、前年比７億円の減益となるも２１１億円を確保

•貸出金残高は、前年比△２８億円（△０．１％）の２兆７，２３３億円
•預金等残高は、前年比＋１，１６２億円（＋３．６％）の３兆３,１６６億円
•コア業務純益は、前年比７億円の減益となるも２１１億円を確保

235 238
219 211214

66

△ 81

171179 183

41

△ 41

109117107

△ 100

△ 60
△ 20

20
60

100

140
180

220
260

300

１8/3 １９/３ ２０/３ ２１/３ ２２/３

コア業務純益 経常利益 当期純利益

(億円)実質業務純益：２０２億円 （前年比 +６２億円)
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利益の状況利益の状況①①

前  年  比

増減額

業務粗利益 1 55,746 5,681

資金利益 2 50,821 △ 1,563

役務取引等利益 3 3,833 △ 172

その他業務利益 4 1,091 7,417

（債券５勘定尻） 5 △ 969 6,973

（金融派生商品収益等） 6 2,060 444

経費（△臨時費除く） 7 35,531 △ 520

うち、人件費(△) 8 18,219 △ 114

うち、物件費(△) 9 15,727 △ 408

コア業務純益 10 21,184 △ 772

実質業務純益 11 20,214 6,201

番号 実績

２２年３月期の収益状況２２年３月期の収益状況

【資金利益の内訳】

（増加要因）
①預金利息等 △24億円

うち、Ｖ要因 19.2億円
Ｒ要因 △43.2億円

（減少要因）
①貸出金利息 △26.3億円
うち、Ｖ要因 8.1億円

Ｒ要因 △34.4億円
②有価証券利息 △3.1億円
③スワップ利息 △10.2億円

•資金利益は、市場金利の低下等による利鞘の縮小を主因に前年比１５億円減少の５０８億円
•役務取引等利益は、市況の低迷による投信等の販売低迷により前年比１億円減少の３８億円
•経費については、人件費１億円、物件費４億円の合計で５億円削減

•資金利益は、市場金利の低下等による利鞘の縮小を主因に前年比１５億円減少の５０８億円
•役務取引等利益は、市況の低迷による投信等の販売低迷により前年比１億円減少の３８億円
•経費については、人件費１億円、物件費４億円の合計で５億円削減

（単位:百万円）

【債券５勘定の内訳】
国債等債券売却益 16.3億円

〃 売却損 △21.7億円
〃 償還益 8.4億円
〃 償還損 △12.8億円
〃 償却 -



利益の状況利益の状況②②

・不良債権処理費用は一般貸倒引当１９億円、個別貸倒引当９２億円の計１１１億円で前年比△６９億円
・経常利益は、与信関係費用の減少、有価証券関係損益の改善により、前年比１４７億円増加の６６億円
・当期純利益は前年比８２億円増加の４１億円

・不良債権処理費用は一般貸倒引当１９億円、個別貸倒引当９２億円の計１１１億円で前年比△６９億円
・経常利益は、与信関係費用の減少、有価証券関係損益の改善により、前年比１４７億円増加の６６億円
・当期純利益は前年比８２億円増加の４１億円

２２年３月期の収益状況２２年３月期の収益状況

(百万円、％)

前  年  比

増減額

一般貸倒引当金繰入額（△） 12 1,912 △ 2,122

業務純益 13 18,302 8,324

臨時損益 14 △ 11,635 6,452

不良債権処理費用（△） 15 9,205 △ 4,826

株式3勘定尻 16 △ 261 1,482

その他 17 2,168 144

経常利益 18 6,662 14,777

特別損益 19 1,151 473

税引前当期純利益 20 7,814 15,251

当期純利益 21 4,133 8,248

自己資本比率 22 10.50% 0.40%

実績番号
【信用コストの内訳】

２２／３ ２１／３
①一般貸倒引当金繰入 19億円 40億円
②個別貸倒引当金繰入 92 億円 140億円

計 111億円 180億円

前期比△６９億円

【株式３勘定尻の内訳】

①株式等売却益 17億円
②株式等売却損 5億円
③株式等償却 14億円
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運用・調達実績運用・調達実績

1 1.760 △ 0.145

貸出金利回り 2 1.947 △ 0.130

有価証券利回り 3 1.172 △ 0.080

4 0.187 △ 0.074

（預金等利回り） 5 0.189 △ 0.083

<円預貸金利回差> 6 1.760 △ 0.059

7 1.088 △ 0.054

8 0.420 △ 0.038 総資金利鞘

項          目

 資金運用利回り

 預金利回り

２２年３月期 前年比

 経費率

増減額 増減率

貸 出 金 26,859 419 1.6%

有 価 証 券 5,558 99 1.8%

預 金 等
（ NCD を 含 む ） 32,633 1,090 3.5%

預 り 資 産 残 高
（ 末 残 ） 5,105 483 10.4%

22年3月期
前年比

項         目

期中平残期中平残

利回り等利回り等

利回り等推移

•貸出金平残は、前年比４１９億円（＋１．６％）の伸び
•円預貸金利回差は、前年比０.０５９％縮小の１.７６０％

•貸出金平残は、前年比４１９億円（＋１．６％）の伸び
•円預貸金利回差は、前年比０.０５９％縮小の１.７６０％

1.978
1.8191.901 1.871

1.758

1.9942.003 2.114 2.077
1.947

1.495

1.252 1.172

1.510
1.373

0.030

0.248 0.261
0.187

0.100

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

(%)

円預貸金利回差 貸出金利回り 有価証券利回り 預金利回り

（単位:%）

（単位:億円）
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貸出金の推移貸出金の推移

    項                  目 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3
期　　末　　残　　高 22,681 24,515 26,350 27,261 27,233
　　　増　　加　　額 1,785 1,834 1,835 910 △ 28
　　　伸　　び　　率 8.5 8.1 7.4 3.4 △ 0.1
地 銀 平 均 伸 び率 2.2 2.8 2.6 4.4 △ 0.4

（当行一般貸出金残高） (21,059) (22,446) (23,938) (25,078) (25,019)
（　　　　　　　増　加　額） (1,690) (1,387) (1,492) (1,140) (△ 59)
（　　　　　　　伸　び　率）　 (8.7) (6.5) (6.6) (4.7) (△ 0.2)

(億円、％）

貸出金の推移貸出金の推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

事業性貸出 個人ローン 地公体等

4.0

15.1

5.1

6.7

6.9

21.0

6.0

8.1

13.3

  1.1

10.4

 △8.9

 △4.2

 5.1

  0.2

事業性貸出及び個人ローンの推移
数字は伸び率（％）

（億円）
県内金融機関貸出金シェアの推移

13.3% 13.9% 14.5% 15.3%

14.4% 14.5% 15 .1%

15 .3%

69.6%69.6%71.0%71.5%
72.3%

15.1%14.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

当行 他の銀行 信用金庫

•貸出金残高は前年比△２８億円（年率△０．１％）、事業性貸出は△４．２％、個人ローンは＋５．１％
•県内貸出金シェアは、前年比横ばいの１５．３％

•貸出金残高は前年比△２８億円（年率△０．１％）、事業性貸出は△４．２％、個人ローンは＋５．１％
•県内貸出金シェアは、前年比横ばいの１５．３％
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預金預金・預り資産・預り資産の推移の推移

1,440
1,826

2,076 2,207 2,197

1246

1,739 1,499 1028 1209

1,137
1386

1698

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

(億円)

国債 投信 保険

574

845

(3 ,260)

(4 ,410)
(4,714) (4 ,622)

(5 ,105)

24,767

21,933 22,478
24,143

23,397

7,172
6,873

8,238
7,034

7,603

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

個人 法人 当行伸び率 地銀伸び率

(28,806) (29,650) (30,431)
(31,746)

(33,005)

    項                   目 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3
    預金残高 （末残） 28,806 29,650 30,432 31,746 33,005
    　　　　　　伸び率 2.7 2.9 2.6 4.3 3.9
    　　　　 地銀平均 0.5 2.4 1.1 2.4 3.2
　　NCD残高（末残） 150 685 1,106 257 161
    預 り 資 産 残 高 3,260 4,410 4,714 4,622 5,105
    　　　　　　伸び率 43.9 32.0 16.7 7.4 10.4

（億円、％）

（億円）
預り資産残高の推移

（％）

預金等の推移預金等の推移

預金残高の推移

•預金残高は、前年比＋１，２５８億円の３兆３，００５億円で増加率３．９％と地銀平均を上回る
•個人預金は、前年比＋６２４億円、法人預金も＋６３５億円と順調に推移
•金利の高いＮＣＤ残高は前年比△９６億円

•預金残高は、前年比＋１，２５８億円の３兆３，００５億円で増加率３．９％と地銀平均を上回る
•個人預金は、前年比＋６２４億円、法人預金も＋６３５億円と順調に推移
•金利の高いＮＣＤ残高は前年比△９６億円

（ ）は合計
（ ）は合計
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役務利益および経費の推移役務利益および経費の推移

（ ）内は、役務利益合計 赤字は、預り資産収益合計

（2,900）
（2,962）

（3,181）

（2,402）

（1,934）

•投信手数料の減少を主因に役務利益は前年比１億７２百万円減少の３８億３３百万円
•コアＯＨＲはコア業務粗利益の減少により経費を５億２０百万円削減するも６２．６４％と前年比０．５％上昇

•投信手数料の減少を主因に役務利益は前年比１億７２百万円減少の３８億３３百万円
•コアＯＨＲはコア業務粗利益の減少により経費を５億２０百万円削減するも６２．６４％と前年比０．５％上昇

1,583 1,409

1,243

1,203

1,072

役務利益推移

1,789
2,298

1,965

997 953

811

981
1,143

860 853

113 79

139

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

(百万円)

投信関連 保険窓般 国債等 その他（為替手数料等）

288

190

 2,621

2,617

2,266

2,034
1,949

経費の推移

18,522 18,203 18,268 18,333 18,218

15,727
16,13515,74315,32614,597

62.64%62.14%

59.89%59.92%

62.01%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

１８/３ １９/３ ２０/３ ２１/３ ２２/３

(百万円)

50%

60%

70%

人件費 物件費

税金 コアＯＨＲ

(5,411)

(6,184)

(5,513)

(4,004) (3,833)

1,823 1,668 1,668 1,582 1,585
(34,942) (35,197) (35,679) (36,052) (35,531)

（ ）内は、経費合計( )は合計
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貸出金の状況貸出金の状況

貸出金の内訳 推移
（億円）業種別構成割合の地銀平均比較（２２／３月末）

•貸出金の業種別構成は、不動産業向けが地銀平均を５.８％、住宅ローン等が７．２％上回る
•個人による貸家業（アパートマンションローン）は前年比２６０億円増加（年率１１．５％）し、２，５２９億円

•貸出金の業種別構成は、不動産業向けが地銀平均を５.８％、住宅ローン等が７．２％上回る
•個人による貸家業（アパートマンションローン）は前年比２６０億円増加（年率１１．５％）し、２，５２９億円

当行（22/3） 地銀平均（21/9） 平均比

製造業 11.1% 14.0% △ 2.9%

農業・林業・鉱業 0.3% 0.5% △ 0.2%

建設業 5.5% 4.4% 1.1%

電気・ガス・熱供給・水道業 0.6% 0.9% △ 0.4%

情報通信業 0.3% 0.7% △ 0.4%

運輸業 3.4% 3.3% 0.2%

卸売・小売業 8.7% 11.7% △ 3.1%

金融・保険業 2.4% 3.9% △ 1.5%

不動産業 17.3% 11.5% 5.8%

各種サービス業 9.3% 11.5% △ 2.3%

地方公共団体 5.1% 8.5% △ 3.4%

その他（住宅ﾛｰﾝ等） 36.2% 29.0% 7.2%

計 100.0% 100.0%

2,077 2,269 2,388 2,529

2,088
2,132 1,790

1,961

277
286

254

214

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

２０／９ ２１／３ ２１／９ ２２／３

（億円）

個人による貸家業（ｱﾊﾟｰﾄﾏﾝﾝｼｮﾝ） 法人 土地開発公社等

(4,442)
(4,687)

  (4,432)
(4,704)

不動産業の内訳

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

貸出金 22,681 24,515 26,351 27,261 27,233

　事業性 12,176 12,995 13,770 13,922 13,340

　個人 8,883 9,451 10,168 11,156 11,679

　地公体 740 1,099 1,433 1,560 1,604

　その他 882 970 980 623 610
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不良債権の状況不良債権の状況

•不良債権残高は６９６億円と前年比５５億円減少、不良債権比率は２.５３％と、前年比０.２０％低下
•信用コスト額は前年比６９億円減少の１１１億円。信用コスト率は前年比０．２７％低下の０．４１％

•不良債権残高は６９６億円と前年比５５億円減少、不良債権比率は２.５３％と、前年比０.２０％低下
•信用コスト額は前年比６９億円減少の１１１億円。信用コスト率は前年比０．２７％低下の０．４１％

不良債権比率と信用コスト率の推移

※地銀平均の不良債権比率（22/3）および信用コスト比率は、当行計算値

240294
161163129

308
317

289292302

149
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231227306
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１８／３ １９／３ ２０／３ ２１／３ ２２／３

(億円)

破産更正債権等 危険債権 要管理債権

（682）（737）
（681）

（752）

（ ）内は、不良債権額

（696）

不良債権残高（再生法ベース）の推移

信用コストの推移

（単位：％）
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0.310.53 0.42 0.42 0.48 信用コスト率（地銀）

0.41 0.68 0.09 0.17 0.05 信用コスト率（当行）

3.093.24 3.70 3.98 4.49 不良債権比率（地銀）

2.53 2.73 2.55 2.75 3.21 不良債権比率（当行）

２２／３２１／３２０／３１９／３１８／３
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信用コスト率（右目盛り・当行） 信用コスト率（右目盛り・地銀）
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一般貸倒引当金 個別貸倒引当金
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保有有価証券の状況保有有価証券の状況

•有価証券は国債、地方債の積増しにより増加。投資信託や証券化商品のリスクは限定的
•保有株式（時価）は３７３億円とＴｉｅｒ１（１，４３３億円）の２６％

•有価証券は国債、地方債の積増しにより増加。投資信託や証券化商品のリスクは限定的
•保有株式（時価）は３７３億円とＴｉｅｒ１（１，４３３億円）の２６％

(6,460)
(6,099)

(5,231)
(4,985)

( )内は、有価証券合計

(4,659)

有価証券残高の内訳推移

2,559
1,948

1,570
2,052

1,032

1,240
1,214 1,198

1,531

1,176
1,386

1,304
1,175

1,163

718
666

482
337

373

1,457

975 859
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552
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246
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52
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

１８／３ １９／３ ２０／３ ２１／３ ２２／３

（億円）
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（億円）

国債 地方債 社債 株式 その他 含み損益（右目盛）

（６，４６０）
（６，０９９）

（５，２３１）

（４，６５９）

（５，６７４）

その他 ５５２億円の内容（評価損益）
・円建外債 ２５９億円（ ３億円）
・外貨建債券 １４１億円（ ０億円）
・投資信託 １３７億円（△１０億円）
・投資事業組合 １５億円（ －億円）

合計 ５５２億円（ △６億円）

①保有投資信託の内訳（評価損益）
・株式投信 ８億円（ △１億円）
・ＲＥＩＴ －億円（ －億円）
・外債組入 １８億円（△ ３億円）
・私募投信 １０９億円（△ ５億円）

合計 １３７億円（△１０億円）

②ｸﾚｼﾞｯﾄﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ・ＣＤＯ関連
・保有無し

③不動産関連（評価損益）
・フレディマック ３億円（ △０億円）

④欧州向け有価証券投資（評価損益）
※円建外債のみ保有（ｶｯｺ内は発行体格付）

・英国金融機関（Aa1）１０億円（＋０億円）
・独国金融機関（Aaa～Aa1）

２２億円（△０億円）
・蘭国金融機関（Aaa）２３億円（＋０億円）
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資本の状況資本の状況

自己資本比率等の推移
（ ）内は、自己資本額

•自己資本比率は、前年比０．４０ポイント上昇し、１０.５０％
•Ｔｉｅｒ1比率は、前年比０．３３ポイント上昇し、７．７２％（コアＴｉｅｒ1比率は、６．７５％：繰延税金資産控除後）

•自己資本比率は、前年比０．４０ポイント上昇し、１０.５０％
•Ｔｉｅｒ1比率は、前年比０．３３ポイント上昇し、７．７２％（コアＴｉｅｒ1比率は、６．７５％：繰延税金資産控除後）

▲ Ｔｉｅｒ１比率

(1,721) (1,862) (1,967) (1,930) (1,949)
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（単位：億円）

単体

当 期 純 利 益 35 41 △ 6 85.99

連単比率(%)

114.19

96.58

750

66

856

項   目
連結

22/3期
連単差額

△ 264

106経 常 収 益

経 常 利 益

ぶぎんぶぎんグループの決算状況グループの決算状況

（単位：億円）

自 己 資 本 比 率 （ ％ ） 10.58 10.19 0.39

項   目

経 常 収 益

22/3期

78

前年比

35

△ 34

144経 常 利 益

当 期 純 利 益

856

64

21/3期

890

△ 80

△ 43

連単比較連単比較

前年比較前年比較

・連結経常利益は６４億円（前年比＋１４４億円）、連結当期純利益は３５億円（前年比＋７８億円）
・連結当期純利益が単体比△６億円の要因は、ぶぎん保証㈱の当期純損失６億円によるもの

・連結経常利益は６４億円（前年比＋１４４億円）、連結当期純利益は３５億円（前年比＋７８億円）
・連結当期純利益が単体比△６億円の要因は、ぶぎん保証㈱の当期純損失６億円によるもの

※ぶぎん保証㈱ 経常利益 △７億円 当期純利益 △６億円
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２３年３月期の業績予想（単体）２３年３月期の業績予想（単体）

（単位：億円）

平成２３年３月期通期 前年比

計画 増減額

業　務　粗　利　益 1 552 △ 4

資金利益 2 510 1

役務取引等利益 3 37 △ 1

その他業務利益 4 5 △ 5

経　費　（△） 5 360 5

コア業務純益 6 203 △ 8
一般貸倒引当金繰入（△） 7 10 △ 8

業　務　純　益 8 181 △ 1
不良債権処理費用（△） 9 75 △ 17

経　常　利　益 10 82 15
当　期　純　利　益 11 46 5

自己資本比率 12 10.50 -

項　目　 番号

＜連結／通期 予想＞ ・経常利益 ８7億円 ・当期純利益 ４3億円

＜予想の前提＞
○貸出金増加計画（末残）
事業性
（上期△ 50億円、下期 50億円）

個人ローン
（上期 200億円、下期300億円）

○預貸金利回り
①貸出金 1.947%⇒1.898%

（△0.049%）
②預金等 0.189%⇒0.155%

（△0.034%）
③預貸金利回り差1.760%⇒1.745%

①－② （0.015%悪化）

○資金利益 １．８億円
【増加要因】

①預金利息等 △５．８億円
②有価証券 ２．５億円

【減少要因】
①貸出金利息 △４．５億円
②スワップ利息 △２．０億円
③その他 △１．８億円

○信用コスト減少（△２６億円）
１１１億円→８５億円
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第２章 中期経営計画

～「地域で最も信頼されるワンランク上の銀行」を目指して～

計画期間：平成２２年４月～２５年３月の3ヵ年

２４年３月、当行創立６０周年
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前中期経営計画（前中期経営計画（VALUE UPVALUE UP２１）の実績と課題２１）の実績と課題

・トップラインの拡大（貸出金の増強、適正利回り確保等）
・純利益の拡大（与信コスト低減、営業経費削減）

収益力収益力

・顧客基盤の構築（貸出先数増加、メイン先数の拡大）

行員一人当たりの貸出金と業務純益（平成21年3月期）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

5 7 9 11 13 15 17 19
億円

百万円

行員一人当たり貸出金

行
員
一
人
当
た
り
業
務
純
益

▲近隣地銀

当行

地銀平均
目指すべき

姿

顧客基盤顧客基盤

お客さま満足度№１銀行を追求 持続的成長戦略を展開 スリムで強靭な企業体質を構築基本方針

計数目標と

実績・要因
●景気低迷に伴う資金ニーズの落込

●貸出金伸び悩み、利鞘の縮小、

市況悪化による預り資産役務の減少

●取引先企業の業績悪化に伴う

与信コストの上昇

背景など

１％台

10％以上

140

285

33,400

28,600

当初計画

△994136当期純利益

△74211200コア業務純益

-10.50％10.22％自己資本比率

‐2.53％２％台前半不良債権比率

△76732,63332,684預金等平残

△1,74126,85926,993貸出金平残

当初計

画対比
実績業績予想項 目

課題

（単位：億円）
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中期経営計画の概要～目指すべき姿は三つの「Ｓ」中期経営計画の概要～目指すべき姿は三つの「Ｓ」

≪強靭な銀行≫
～どのような環境変化にも耐えうる
財務体質及び収益力～

≪強靭な銀行≫
～どのような環境変化にも耐えうる
財務体質及び収益力～

≪存在感のある銀行≫
～県内における営業基盤が磐石～

≪存在感のある銀行≫
～県内における営業基盤が磐石～

≪信頼感のある銀行≫
～お客さまを徹底してサポートし、
信頼を勝ち得る～

≪信頼感のある銀行≫
～お客さまを徹底してサポートし、
信頼を勝ち得る～

＜目指すべき姿に向けて＞＜目指すべき姿に向けて＞

キーワード

基本戦略 ３本の柱
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中期経営計画中期経営計画 営業推進態勢の改革営業推進態勢の改革

基本的考え方

●「面営業」の徹底
・マーケットの全てを担当者が責任を持って管理

～情報量の増加
～取引先の裾野拡大
～活動効率の向上 訪問件数・頻度の増加

●総合取引（メイン化）に向けた態勢整備
・営業推進の活動基準の再構築

●戦略分野への経営資源の投入
・市場性に合せた業推人員の配置、増員
・シニア、女性の更なる戦力化
・事務の効率化、本部スリム化による業推人員の捻出

●「面営業」の徹底
・マーケットの全てを担当者が責任を持って管理

～情報量の増加
～取引先の裾野拡大
～活動効率の向上 訪問件数・頻度の増加

●総合取引（メイン化）に向けた態勢整備
・営業推進の活動基準の再構築

●戦略分野への経営資源の投入
・市場性に合せた業推人員の配置、増員
・シニア、女性の更なる戦力化
・事務の効率化、本部スリム化による業推人員の捻出

●相談態勢強化
・専門的なコンサルティングニーズへの対応

●本部と営業店との連携強化
・支店経営全般の支援強化（支店統括室新設）

●相談態勢強化
・専門的なコンサルティングニーズへの対応

●本部と営業店との連携強化
・支店経営全般の支援強化（支店統括室新設）

本部の営業店支援強化本部の営業店支援強化

人材面の整備（ソフト）人材面の整備（ソフト）チャネル、仕組みの整備（ハード）チャネル、仕組みの整備（ハード）

担当エリアを「面」で捉え隈なく管理

個々のお客さまのニーズを捉え
、多面的なお取引を指向

個々のお客さまのニーズを捉え
、多面的なお取引を指向

顧客接点の強化 総合取引推進 面の営業への進化

２２年４月
営業推進部門
の組織改正

●店舗の新設等
・県南部を中心に空白エリアに出店

●非対面チャネルの強化
・ＡＴＭ、インターネット取引の高度化

●ライフスタイルに応じた営業態勢構築
・相談受付等にかかる休日営業を積極展開

武蔵野線
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中期経営計画中期経営計画 法人戦略法人戦略

ベンチャー支援・私募債、ＩＰＯ

シンジケートローン・海外進出支援
４０１Ｋ・事業承継、Ｍ＆Ａ

企業のライフサイクルに応じた金融サービスの提供企業のライフサイクルに応じた金融サービスの提供

●医療・福祉分野への継続的取組み
●農業分野及び環境・エコ関連事業への
取組み強化

県内成長分野への注力県内成長分野への注力

当該分野を当行の強みに当該分野を当行の強みに

県内法人への積極的推進活動県内法人への積極的推進活動

●ビジネスマッチング業務の展開
●情報提供による付加価値提供
●産学官連携強化による地域活性化

地域情報の活用地域情報の活用

基本方針
法人取引基盤の更なる強化

メイン化の推進
総合的な金融サービス

の提供
地域情報の活用、活性化支援

小規模事業先

中堅・中小
ビジネスサポーター等による

きめ細かな推進活動

ビジネスサポーター等による
きめ細かな推進活動

営業担当、企業担当
による提案活動

営業担当、企業担当
による提案活動

創業期創業期

成長期
成熟期

成長期
成熟期

15,834 14,334

4,483 7,483

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

22/3 25/3

メイ ン先

非メイ ン先
（21,817）（20,317）

事業性貸出先数

●営業担当、企業担当増員によるメイン化活動

●小規模事業先は新設する※ビジネスサポーター
がきめ細かく活動
※小規模企業専門の担当者。シニア層が中心

＋3,000
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中期経営計画中期経営計画 個人戦略個人戦略①①（運用）（運用）

●住宅ローンセンター強化
・業者パイプの拡充

●営業店の活動強化
・面営業の徹底によるメイン化の推進

●債権健全化への取組み強化
・本支店一体となった延滞債権の管理徹底

●営業店の活動強化
・相続対策等、相談業務の積極展開によ
る富裕層囲い込み強化

●本部支援体制の強化
・帯同訪問による人材育成
・高度な知識が必要な案件に対する支援

住宅ローン推進

資産運用型ローン推進

0.66

0.52

0.59

0.5

0.4程度

0.52

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

１８／３ １９／３ ２０／３ ２１／３ ２２／３ ２５／３

住宅ローン延滞率

5,610 6,138 6,787 7,466 7,797

3,273
3,313

3,381
3,690 3,882

8,700

4,300

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 25/3

その他個人ローン

住宅ローン

個人ローン残高 （単位：億円）

（単位：％）

（8,883） （9,451）
（10,168）

（11,156）
（11,679）

（13,000）
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中期経営計画中期経営計画 個人戦略個人戦略②②（調達）（調達）

・テラー全員による預り資産販売
・面営業の徹底による案件発掘
・営業支援システムの導入・ライフプランシミュレーション
預り資産販売支援システム導入

・全行員のコンサルティング・スキルアップ運動
・好事例ノウハウ共有・ＯＪＴの徹底

・テラー全員による預り資産販売
・面営業の徹底による案件発掘
・営業支援システムの導入・ライフプランシミュレーション
預り資産販売支援システム導入

・全行員のコンサルティング・スキルアップ運動
・好事例ノウハウ共有・ＯＪＴの徹底

強化する商品サービスターゲット

給与振込

決済口座 クレジット一体型キャッシュカード

積立性商品
保障性保険商品

投信・保険商品
資産運用パッケージ商品

態勢・インフラの整備態勢・インフラの整備

スキル面の向上スキル面の向上

年金

退職金

退職金運用商品
相続等のコンサルティング業務

基本方針
・取引基盤強化による「集まる預金」態勢構築

・顧客ニーズに的確に応える提案スキルの向上、インフラの整備

シニア層

ミドル層

若年層

24,764 27,414

5,105
6,605

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

22/3 25/3

預り資産

個人預金

個人預金・預り資産残高

1,927

3,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

22/3 25/3

預り資産役務収益

（単位：億円）

（単位：百万円）

（29,869）

（34,019）



中期経営計画 効率的営業態勢の確立・人材育成の強化

じゅうだん会と協働した事務改善
●「事務改革プラン」
・後方事務の合理化、本部集中等
●「融資業務改革」
・電子稟議システムの導入による稟議書作成の

省力化等の実現

当行独自の事務改善
・コンタクトセンター新設等、更なる本部事務

集中化
・営業店要望事項等への対応促進

・営業に特化できる営業店態勢の構築
・事務人員スリム化、営業担当者へのシフト

・営業に特化できる営業店態勢の構築
・事務人員スリム化、営業担当者へのシフト

平仄を合せて取り組み

●若手行員の早期戦力化
・集合研修の実施・ＯＪＴでの営業実践

●シニア、臨時従業員の更なる活性化
・スモールビジネス、預り資産営業などへの配置

●人材育成のＰＤＣＡの仕組み構築
・研修プランの高度化
・店舗表彰を通じた人材育成状況の牽制

●若手行員の早期戦力化
・集合研修の実施・ＯＪＴでの営業実践

●シニア、臨時従業員の更なる活性化
・スモールビジネス、預り資産営業などへの配置

●人材育成のＰＤＣＡの仕組み構築
・研修プランの高度化
・店舗表彰を通じた人材育成状況の牽制

「全員営業」に向けた人材育成の徹底事務改善の推進

・行員ひとり一人のレベルアップへ・行員ひとり一人のレベルアップへ

●コンサルティング担当者の育成

●本部専門業務の担当者育成

本部スペシャリストの養成
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中期経営計画中期経営計画 その他主要戦略その他主要戦略

●共同化メリットの追求

●システム経費の削減

●今後のシステム企画を担う人材の育成

●外部環境や法令変更等に併せた収益強化策の検討

●銀行本体と連携した外部受託業務の推進

●外部環境や法令変更等に併せた収益強化策の検討

●銀行本体と連携した外部受託業務の推進

●金融教育の普及、福祉活動への関与

●環境保全への取組み

●金融教育の普及、福祉活動への関与

●環境保全への取組み

ＣＳＲの取組み強化

システム戦略

●信用リスク管理の高度化
・リスクリミットの構築

●収益リスク管理の高度化
・部門別収益管理の実践
・新ｼｽﾃﾑによる予算策定・管理
・個社別収益管理・業績評価への反映

●与信先管理の強化

収益・リスク管理

●当行グループ全体の問題として位置付け、主計
部門のみならず、融資、営業、経営管理、グルー
プ会社などを含めて取組み態勢を構築

●当行グループ全体の問題として位置付け、主計
部門のみならず、融資、営業、経営管理、グルー
プ会社などを含めて取組み態勢を構築

ＩＦＲＳへの対応

格付・保全に応じた弾力的金利設定

アラーム機能の実践、途上与信管理の徹底

与信ポートフォリオ管理の強化

グループ戦略
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中期経営計画中期経営計画 計数目標計数目標

計数目標

１０．５％程度
（Tier１比率８％程度）

１０．５％程度
（Tier１比率８％程度）

１％台１％台

コア業務純益コア業務純益

当期純利益当期純利益

自己資本比率自己資本比率

不良債権比率不良債権比率

２２０億円２２０億円

１００億円１００億円

ＲＯＥＲＯＥ ６．０％６．０％

１０．５０％１０．５０％

２．５３％２．５３％

２１１億円２１１億円

４１億円４１億円

２．４９％２．４９％

２５年３月期目標２５年３月期目標２２年３月期２２年３月期

≪ガイド目標≫ 貸出金残高＋２，０００億円（年率２．５％） 預金残高＋３，０００億円（年率３％）
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本日は、弊行会社説明会にご参加いただきまして
誠に有り難うございます。

本日配布致しました資料に記述されている将来の
業績予想及び未確定の目標値等は、経営環境の変
化等に伴い変化し得ることにご留意ください。

本日の説明に関するご照会先

武蔵野銀行 総合企画部

℡ ０４８－６４１－６１１１（代）

担当：松本・田邉（広報・CSRｸﾞﾙｰﾌﾟ）
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埼玉県主要プロジェクト一覧埼玉県主要プロジェクト一覧

《駅周辺の整備》
1.大宮駅周辺地区再開発事業
2.鉄道博物館周辺の整備
3.日進駅周辺地区開発事業
4.「西大宮駅」周辺地区開発事業
5.浦和駅周辺地区開発事業
6.武蔵浦和駅周辺地区開発事業
7.上尾駅東口市街地再開発事業
8.蕨駅西口地区再開発事業
9.武蔵野操車場跡地開発事業
10.越谷駅東口第一種市街地再開発事業
11.越谷レイクタウン特定土地区画整理事業
12.狭山市駅西口地区整備事業

《新都心の整備》
1.さいたま新産業拠点（SKIPシティ)の整備
2.本庄新都心地区整備

《新交通システム沿線の整備》
1.埼玉高速鉄道沿線の整備
2.つくばエクスプレス沿線の整備

《高速道路の整備》
1.圏央道IC等周辺の整備
2.三郷インターA地区の整備

《その他》
1.PFI事業
2.本田技研関連企業の集積

・三郷

・大宮

・越谷
・浦和

・本庄

・寄居

・小川

・狭山

・上尾

・蕨

《埼玉県の主要施策の概要》

埼玉県雇用ニューディール～雇用を軸とした政策の展開～

依然として厳しい県内雇用情勢を踏まえ、あらゆる政策の縦軸に「雇用
の創出・確保」を位置づけ、官民連携で雇用創出を推進。

・川越

•埼玉県内には、プロジェクトが目白押し
•埼玉県の格付 ＡＡ＋（安定的） Ｒ＆Ｉ

•埼玉県内には、プロジェクトが目白押し
•埼玉県の格付 ＡＡ＋（安定的） Ｒ＆Ｉ
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圏央道の延伸効果圏央道の延伸効果

圏央道の全線開通により、東名、中央、関越、常磐、東関東などの各高速道と接続し、横浜港
、成田空港の他、新潟方面へのアクセスも格段に向上。埼玉県は全国屈指の交通の要衝。

平成22年度は川島IC～桶川JCT（仮称)間(延長
5.7㎞)を開通（平成22年3月28日）

埼玉県企業局は、平成19年度から圏央道沿
線における産業団地整備事業に取組んでい
る。

⇒ 菖蒲南部産業団地・川越第二産業団地
・騎西城南産業団地

•全国屈指の交通の要衝（平成２４年度中に県内全線開通予定）•全国屈指の交通の要衝（平成２４年度中に県内全線開通予定）
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埼玉県新施策埼玉県新施策

■埼玉が目指す将来像 住みやすく環境にやさしいゆとりの田園都市 埼玉

■基 本 方 針 みどりと川の再生 県民総参加で森林と清流の復活を

埼玉は川の国(河川割合､川幅日本一)
平成20年度は川の再生元年

・自然や親水機能の保全・創出
・水辺の魅力創出・発信
・水環境の改善
・川の浄化活動

平成20年度から自動車税と寄付金を
財源に｢彩の国みどりの基金｣を創設

・森林の保全・活用
・身近な緑の保全・創出・活用
・環境に関する意識の醸成

連携

■当行のさまざまなＣＳＲ活動への取組 ～ 『企業』としての社会的責任

★カーボンオフセット定期預金『地球の未来（ほしのみらい）』販売
～当行が排出権400ｔを取得し日本政府に無償譲渡

★『むさしの水と緑の定期預金』の販売
～『彩の国みどりの基金』への寄付（平成21年11月末日の本定期預金残高の0.01％上限200万円）

★公益信託「むさしの緑の基金」による自然保護団体への助成
～今年で18回目となり、延べ130団体、総額4,700万円助成

★各種団体への寄託
★夏季の軽装勤務「クールビズ」を実施
★地域貢献活動の一環として「小学校 バイオリンコンサート」の実施
★『ぶぎん環境カレッジ』の開催 ～当行従業員への「環境問題」・「自然環境保全」等の習得

•みどりと川の再生（当行のＣＳＲへの取組）•みどりと川の再生（当行のＣＳＲへの取組）



Copyright, Musashino Bank Ltd. 5

埼玉県の魅力埼玉県の魅力

1.巨大なマーケットの中心に位置

１都6県と隣接、日本の人口の1/3（約4千万人を抱える）首都圏の巨大マーケット

２.交通網の発達

（１）発達した道路交通網

「関越」・「東北」・「常磐」自動車道がそれぞれ南北に縦断するとともに
「東京外環自動車道」は東西に横断している。

（２）鉄道網の充実

大宮を基点とした「東北」・「秋田」・「山形」・「上越」・「長野」新幹
線網により主要都市と直結している。

３.多種多様な製造業が集積

（１）多種多様な製造業

自動車関連産業を主体に多種多様な地場産業などがある。
⇒川口市(金型・鋳物)、さいたま市(光学機器)等
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埼玉県の魅力埼玉県の魅力

（２）埼玉県の企業誘致件数

埼玉県では、平成１９年４月から平成２１年３月まで「チャンスメーカー埼玉戦略」を展開。

目標１２０件 実績 １９２件（目標比 +７２件）

２２年度より「チャンスメーカー埼玉戦略Ⅱ」をさらに開始！

4.大学・研究機関が集結

（１）埼玉県内250以上の研究機関が立地

（２）埼玉県内に59の大学キャンパスを有する

【当行の産学連携の取組（提携）】

・東洋大学 平成17年5月提携

・埼玉工業大学 平成18年3月提携

・立教大学 平成19年7月提携

・日本工業大学 平成19年11月提携

・西武文理大学 平成19年12月提携

・埼玉大学 平成21年10月提携

5.東京に隣接しているものの地価が割安

出所:埼玉県

工業地・商業用地平均価格は、東京ばかりか、

神奈川県よりも割安
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴①① ～人口と就業者数～～人口と就業者数～

■総人口は全国５位

■県外就業者は100万人

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴②② ～県内総生産～～県内総生産～

■県内総生産は全国第５位

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴③③ ～県民所得～～県民所得～

■県民所得は全国第５位

■一人当たり県民所得は全国第１５位

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴④④ ～産業構造～～産業構造～

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴⑤⑤ ～産業構造～～産業構造～

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴⑥⑥ ～産業構造～～産業構造～

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴⑦⑦ ～その他～～その他～
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埼玉県経済埼玉県経済①① ～全国順位～～全国順位～

事 業 所 数 24.8万ヶ所 2006年10月 全国５位(東京、大阪、愛知、神奈川）

県 内 総 生 産 21.1兆円 2009年度 全国５位(東京、大阪、愛知、神奈川）

製造品出荷額等 14.9兆円 2009年度 全国６位(愛知､神奈川､静岡､大阪､兵庫）

県 民 所 得 21.7兆円 2009年度 全国５位(東京、神奈川、大阪、愛知)

出所：総人口、事業所数 総務省
県内総生産、県民所得 内閣府
製造品出荷額等 経済産業省
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埼玉県経済埼玉県経済②② ～人口遷移～～人口遷移～
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■埼玉県の移動人口■埼玉県内人口および世帯数

出所：国勢調査（08，09，10年は埼玉県の推計調査）
出所：埼玉県

万人

万世帯

単位:人
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埼玉県経済埼玉県経済③③ ～地価動向～～地価動向～

■基準地価（埼玉県）
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■公示地価（埼玉県）

毎年1月1日を基準とした県内全域の平均変動率の推移毎年7月1日を基準とした県内全域の平均変動率の推移
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出所：経済産業省、日本自動車販売協会連合会

詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ (http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。

■大型小売店販売額
対前年比の推移

■乗用車新車販売台数
対前年比の推移
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県内経済指標県内経済指標②② ～消費支出等～～消費支出等～

■新設住宅着工戸数

対前年比の推移

■1世帯あたり消費支出額

対前年比の推移

出所：総務省、国土交通省

詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ (http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。
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詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ (http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。

■鉱工業生産指数

対前年比の推移

■有効求人倍率
対前年差の推移

出所：経済産業省、厚生労働省、埼玉県
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詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ (http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。

■消費者物価指数
対前年比の推移

■企業倒産
倒産件数の推移

出所：総務省、埼玉県、帝国データバンク
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プロフィールプロフィール

■会社概要（22年3月末日現在）

設立 1952年（昭和27年）3月6日
本店 さいたま市大宮区桜木町一丁目10番地8
従業員数 2,134名
資本金 457億円
有人店舗 91か店（県内89、県外2)
店舗外ATM 122か所
ＡＴＭ・ＣＤ設置台数 478台

■店舗配置図

■経営理念
「地域共存」「顧客尊重」を永遠の企業理念とし、
埼玉の地元銀行として総合金融サービスの向上に努
め、地域経済・社会の発展に貢献する。

■埼玉県内、金融機関の店舗数
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当行データ当行データ①① ～貸出金の推移～～貸出金の推移～
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当行データ当行データ②② ～預金等の推移～～預金等の推移～
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当行データ当行データ③③ ～有価証券の状況～～有価証券の状況～
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当行データ当行データ④④ ～預り資産・自己資本の状況～～預り資産・自己資本の状況～




